
３　令和４年度行財政改革の取組実績について

 （１）財政効果（改革効果額）

（千円） 備考

1 １－１－１ 住民自治の推進 地域自治課 -

2 １－１－２ 行政区再編への支援 地域自治課 -

3 １－２－１ 公共施設等の地域管理の促進 地域自治課 -

4 １－３－１ 市民意識調査の運用・満足度向上 総合政策課 -

5 １－３－２ データ利活用の推進 総合政策課 -

6 １－４－１ 効果的な広報広聴 秘書広報課 -

7 １－４－２ ホームページの充実 総合政策課 -

8 ２－１－１ 健全化判断比率の改善 財政課 -

9 ２－１－２ 各種基金の適正な保有率の確保 財政課 -

10 ２－２－１ 自主財源比率の水準維持 財政課 -

11 ２－２－２ 市有財産の有効活用 財産マネジメント課 27,230 遊休固定資産売却、貸付等

12 ２－２－３ 市税等滞納対策の強化 税務課 106 徴収率の対前年度差により算出

13 ２－２－４ 有料広告の積極的導入 総務課 2,574 広告入封筒等

14 ２－３－１ 受益者負担の適正化 財政課 0 ※実績なし

15 ２－４－１ 下水道事業の経営健全化 下水道課 -

16 ２－４－２ 水道事業の経営健全化 水道課 -

17 ２－４－３ 病院事業の経営健全化 中部病院 -

18 ２－４－４ 土地開発公社の健全化 財産マネジメント課 -

19 ３－１－１ 市の組織機構の見直し 総合政策課 -

20 ３－１－２ 職員定数の適正化 総合政策課 △ 7,225 一人当たり人件費7,225千円

21 ３－２－１ 行政評価の活用と事務事業の廃止・縮小 総合政策課 -

22 ３－２－２ 補助・交付金等の見直し 財政課 3,372 補助金の見直し

23 ３－２－３ 各種協議会への参画及び負担金の見直し 財政課 0 ※実績なし

24 ３－２－４ 財政の「見える化」（財政マネジメントの強化） 財政課 -

25 ３－２－５ 庁舎管理経費等の節約 財産・マネジメント課 △ 2,486 庁舎光熱水費の増

26 ３－２－６ マイナンバーカード交付の推進と行政手続きへの活用 総合政策課 -

27 ３－２－７ マイナンバーカードの付加機能の充実 総合政策課 -

28 ３－２－８ スマート自治体への取組 総合政策課 -

29 ３－２－９ 広域連携の取組検討 総合政策課 -

30 ３－２－１０ 電子入札制度の導入 財政課 -

31 ３－３－１ 民間活力導入・拡大の推進 総合政策課 -

32 ３－３－２ 公立保育所等の民営化の検討・導入 こども課 -

33 ３－４－１ コンプライアンスの推進 職員課・総務課 -

34 ３－５－１ 職員給与制度等の見直し 職員課 △ 26,744 給与改定による影響額を算出

35 ３－５－２ 職員配置の適正化 職員課 -

36 ３－５－３ 時間外勤務の縮減 職員課 △ 20,482 時間外勤務手当増

37 ３－６－１ 人事評価の運用 職員課 -

38 ３－６－２ 職員研修の充実 職員課 -

39 ４－１－１ 公共施設の整理・統廃合 財産マネジメント課 -

40 ４－１－２ 消防施設等の整理・統廃合の検討 消防本部 -

41 ４－２－１ 公共施設の長寿命化 財産マネジメント課 -

42 ４－３－１ 指定管理者制度の積極的活用 総務課 -

43 ４－３－２ 新たな民間活力導入の推進 総合政策課 -

44 ４－４－１ 公共施設の開館日・開館時間の見直し 総合政策課 -

△ 23,655

298,537

R2改革効果額：134,360
R3改革効果額：187,832
R4改革効果額：△23,655
R5改革効果額：
R6改革効果額：

改革効果額（R２～R６）　目標値 ５５０，０００千円 54.3% （達成率）

令和４年度　改革効果額　合計

改革効果額（R2～R6）合計

※この改革効果額は、情報共有や人材育成など、効果の数値化が困難なものは含んでいません。

№ 分類番号 改革項目名 所管課名

改革効果額

令和４年度



（２）取組実績評価一覧
【実績評価】Ａ…期待する効果(目標)以上に実施　　Ｂ…期待する効果（目標）どおりに実施

　　　　　　Ｃ…期待する効果(目標)を下回った　　Ｄ…期待する効果（目標）を達成できなかった

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

1 １－１－１ 住民自治の推進 地域自治課 〇

2 １－１－２ 行政区再編への支援 地域自治課 〇

3 １－２－１ 公共施設等の地域管理の促進 地域自治課 〇

4 １－３－１ 市民意識調査の運用・満足度向上 総合政策課 〇

5 １－３－２ データ利活用の推進 総合政策課 〇

6 １－４－１ 効果的な広報広聴 秘書広報課 〇

7 １－４－２ ホームページの充実 総合政策課 〇

8 ２－１－１ 健全化判断比率の改善 財政課 〇

9 ２－１－２ 各種基金の適正な保有率の確保 財政課 〇

10 ２－２－１ 自主財源比率の水準維持 財政課 〇

11 ２－２－２ 市有財産の有効活用 財産マネジメント課 〇

12 ２－２－３ 市税等滞納対策の強化 税務課 〇

13 ２－２－４ 有料広告の積極的導入 総務課 〇

14 ２－３－１ 受益者負担の適正化 財政課 〇

15 ２－４－１ 下水道事業の経営健全化 下水道課 〇

16 ２－４－２ 水道事業の経営健全化 水道課 〇

17 ２－４－３ 病院事業の経営健全化 中部病院 〇

18 ２－４－４ 土地開発公社の健全化 財産マネジメント課 〇

19 ３－１－１ 市の組織機構の見直し 総合政策課 〇

20 ３－１－２ 職員定数の適正化 総合政策課 〇

21 ３－２－１ 行政評価の活用と事務事業の廃止・縮小 総合政策課 〇

22 ３－２－２ 補助・交付金等の見直し 財政課 〇

23 ３－２－３ 各種協議会への参画及び負担金の見直し 財政課 〇

24 ３－２－４ 財政の「見える化」（財政マネジメントの強化） 財政課 〇

25 ３－２－５ 庁舎管理経費等の節約 財産・マネジメント課 〇

26 ３－２－６ マイナンバーカード交付の推進と行政手続きへの活用 総合政策課 〇

27 ３－２－７ マイナンバーカードの付加機能の充実 総合政策課 〇

28 ３－２－８ スマート自治体への取組 総合政策課 〇

29 ３－２－９ 広域連携の取組検討 総合政策課 〇

30 ３－２－１０ 電子入札制度の導入 財政課 〇

31 ３－３－１ 民間活力導入・拡大の推進 総合政策課 〇

32 ３－３－２ 公立保育所等の民営化の検討・導入 こども課 〇

33 ３－４－１ コンプライアンスの推進 職員課・総務課 〇

34 ３－５－１ 職員給与制度等の見直し 職員課 〇

35 ３－５－２ 職員配置の適正化 職員課 〇

36 ３－５－３ 時間外勤務の縮減 職員課 〇

37 ３－６－１ 人事評価の運用 職員課 〇

38 ３－６－２ 職員研修の充実 職員課 〇

39 ４－１－１ 公共施設の整理・統廃合 財産マネジメント課 〇

40 ４－１－２ 消防施設等の整理・統廃合の検討 消防本部 〇

41 ４－２－１ 公共施設の長寿命化 財産マネジメント課 〇

42 ４－３－１ 指定管理者制度の積極的活用 総務課 〇

43 ４－３－２ 新たな民間活力導入の推進 総合政策課 〇

44 ４－４－１ 公共施設の開館日・開館時間の見直し 総合政策課 〇

2 24 18 0

令和４年度実績評価

実績評価数

№ 分類番号 改革項目名 所管課名



（３）　改革項目毎取組実績＜令和４年度＞
【実績評価】Ａ…期待する効果(目標)以上に実施　　Ｂ…期待する効果（目標）どおりに実施

　　　　　　Ｃ…期待する効果(目標)を下回った　　Ｄ…期待する効果（目標）を達成できなかった

予定 取組概要 実績 評価

1
市民参加
と情報共
有

１－１－１ 住民自治の推進

地域連携組織により、それぞれの地域
の特色を活かした組織活動が活発に
展開されている中、自立した組織運
営、安定した財政基盤づくりのための
支援を引き続き実施し、住民自らが地
域の課題や問題を解決する住民自治
の推進を図る。

地域自
治課

地域連携組織の自立した
運営及び事業活動展開
のための支援
（毎年）

・補助金交付による運営
及び事業活動の支援

・補助金（地域いきいき活
動支援交付金、地域を創
る交付金）の在り方につ
いての研究会の開催

・地域未来づくり支援事
業による住民共助事業
（地域生活支援型事業）
への転換・実施

・補助金を原資に、地域連
携組織を主体として、活発
に地域課題解決の取り組
みができた。

・地域未来づくり支援事業
として、酒谷地区にコー
ディネーターを派遣した。

Ｂ

研修会開催状況
　平成30年度　　①どがわマンマ　　 ②もえる商忘団
　令和元年度　　①宮崎市住吉地区社協　②県中山間・地域政策課
                　      ③宮崎市「NPOささえ愛生目台」
　令和2年度　　コロナの影響により開催できなかった。
　令和3年度　　ＮＰＯ法人　住吉つなぐ相愛
　令和4年度　　酒谷地区において地域未来づくり支援事業コーディ
ネーター派遣

2
市民参加
と情報共
有

１－１－２ 行政区再編への支援

人口減少や高齢化の進行に伴い、今
後の自治会運営や役員の担い手不足
などが課題となっており、自治会の維
持、継続が困難となることが予想される
ことから、自治会等活性化検討会を開
催し、必要な支援を行う。

地域自
治課

自治会再編への支援
（毎年）

・自治会再編に向けた説
明会の開催

・自治会等活性化推進会
の開催

・現行支援策の検証及び
制度の見直し

R4.12月に「自治会等活性
化検討会」を「自治会等活
性化推進会」に移行し、
R5.1月と2月に同推進会を
開催した。
これまでの自治会主導で
不定期開催から、市主導
の定期開催に発展させ、
連携強化を図った。

Ｂ

近年の自治会再編状況
　平成30年4月1日　伊比井区・伊比井河内区が再編
自治会等活性化検討会　（委員：各地区自治会長会会長（９名）、総合
戦略課長、地域自治課長）
➀日南市自治会活性化促進補助金
　・自治会再編補助金　50千円×再編前の自治会数（再編年度のみ）
　・自治会活性化支援補助金（再編の翌年度まで）
　　　再編年度　150千円×（再編前の自治会数－１）
　　　再編翌年度  150千円×（再編前の自治会数－１）× 1/2
➁自治会活動推進交付金の減額に関する激変緩和策
　※令和元年度に自治会連合会において提案し概ね了解を得られ
た。

3
市民参加
と情報共
有

１－２－１
公共施設等の地域管
理の促進

公共施設等の環境美化活動や修繕作
業といった地域連携組織が行う事業の
継続により、公共施設等の地域管理と
ボランティア活動への市民参画、意識
向上を促進する。

地域自
治課

市民が行う地域活動の推
進
（毎年）

　市民が行う公共施設等
の維持管理及び環境整
備において、原材料費等
の支援を実施
事業主体：地域連携組織
（自治会、地域団体等）

　地域住民の自主的な植
栽、公園整備及び道路補
修等の活動によって、施
設、設備等の保全、適正
な管理が図られた。
また、地域連携組織を中
心に、ボランティアの日（２
月第1日曜）に環境美化活
動を行った。

Ｂ

【公益活動の状況内訳】（植栽、草刈、施設・公園整備等）
　令和４年度　46件
　（植栽：22件、草刈：22件、施設整備等：2件）

※参考
令和３年度：25件、令和 2年度：17件、令和元年度：13件
平成30年度：16件、平成29年度：19件、平成28年度：15件
平成27年度：10件

4
市民参加
と情報共
有

１－３－１
市 民 意 識 調 査 の 運
用・満足度向上

市政に対する市民の意識や満足度評
価を把握し、事業展開の拠り所として
活用するための市民意識調査を毎年
実施する。また、最新の市民世論を時
系列に比較分析し、市民ニーズを深掘
りするため、調査項目の改善を図る。

総合政
策課

・市民意識調査の実施
（毎年）

・回収率の向上（30％超）
（毎年）

・市民アンケートの実施

・市民アンケートの手法
見直し

令和4年6月に、市民2,000
人を対象にアンケートを実
施。

・回答率向上のため昨年
度に引き続きインセンティ
ブを実施。
回収率：33.0％

・市ＨＰに結果を公表。
・前年度との比較表など作
成し、職員に対しアンケー
ト結果の共有を図った。

・次年度よりオンラインでも
回答できるよう事前準備を
実施。

Ａ

【調査概要】
① 調査対象　市内居住の満16歳以上
② 対象人数　無作為抽出2,000人
③ 調査方法　　郵送による配布・回収

【回収率実績】
令和４年度：33.0％（配布数：1,985票、回収数：656票）
令和３年度：37.9％（配布数：1,985票、回収数：752票）
令和２年度：39.3％（配布数：1,981票、回収数：779票）
令和元年度：26.1％（配布数：1,986票、回収数：520票）

備考
令和４年度

№ 分類番号 改革項目名 担当課名区分 改革方針



【実績評価】Ａ…期待する効果(目標)以上に実施　　Ｂ…期待する効果（目標）どおりに実施

　　　　　　Ｃ…期待する効果(目標)を下回った　　Ｄ…期待する効果（目標）を達成できなかった

予定 取組概要 実績 評価
備考

令和４年度
№ 分類番号 改革項目名 担当課名区分 改革方針

5
市民参加
と情報共
有

１－３－２ データ利活用の推進

市が保有するデータ（行政データ）に
ついて、民間活用に向けオープンデー
タとして提供を行い、また庁内の横断
的活用を目指したシステムを構築する
ことで、政策立案（ＥＢＰＭ*1）に役立て
る。

総合政
策課

・オープンデータの追加
登録・更新 60件
（R４）

・行政データの庁内共有
システムの活用推進
（R４～R６）

・オープンガバメント推進
協議会事業への積極的
取組
（毎年）

・オープンデータの追加
と更新、研修の実施

・庁内共有システムの検
討
BIシステム*2の活用

・日南市官民データ活用
推進計画の見直し

・オープンデータの更新
(登録件数 92件)

・BIシステムの活用

B

〇数値目標の件数は、現在のオープンデータサイトに登録を開始し
た、平成30年度登録数（26件）の3倍を令和6年度の目標として設定。

≪用語説明≫
＊1「ＥＢＰＭ」
EBPM（Evidence Based Policy Making）は、「証拠に基づく政策立案」。
＊2「ＢＩシステム（business intelligence）」
業務上のデータを取り出し、データの統合や目的に沿った情報の取得
が可能になるシステム。 蓄積されたデータを細かく分析し、経営計画
や企業戦略を練るときに活用される。

6
市民参加
と情報共
有

１－４－１ 効果的な広報広聴

適切な広報媒体や手段を用いることに
より情報発信力を強化し、本市の魅力
を積極的に発信する。
また、市政に関する様々な情報を分か
りやすく伝わるように工夫することで、
市民の市政への関心を高める。

秘書広
報課

・市民アンケートにおける
「広報誌を全部読んでい
る」割合　42.0%
（R４）

・日南市Facebookの年間
閲覧数
（リーチ数）95万
（R４）

・広報誌で募集する市民
からの意見を分析し、市
民が関心を持つ内容を
積極的に反映

・Facebookの記事別閲覧
数を分析し、数値の差の
要因（内容、見出し、写真
など）を分析

・防災行政無線による広
報

・市民アンケートにおける
「広報誌を読んでいる」割
合：37.3％
　内容の充実化を図り、読
みやすくなるようにレイアウ
トを工夫した。手に取りたく
なるように表紙の写真も考
えている。

・日南市Facebookの年間
閲覧数：70万件
　SNSサービスの種類が多
様化される今日、
Facebookを利用する人が
減る傾向にあるため、閲覧
数が減っている状況にあ
る。

・防災行政無線にて、特に
新型コロナウイルスに関す
る情報（ワクチン接種・公
共施設の開館状況など）
を広く発信した。

Ｂ

広報広聴係が独自に行っている広報誌でのアンケートの回答数は令
和2年度、3年度ともに77件だったものが4年度は136件と増え、見やす
い読みやすいとの評価も93％となっている。SNS関係も令和３年度から
始めたInstagramのフォロワー数は1,462人で、にちなん大好きPVチャ
ンネル「日南市役所 好きぃ～部」の登録者数も2430人となり視聴再生
回数も100万回を突破した。

7
市民参加
と情報共
有

１－４－２ ホームページの充実

市から市民に対する情報提供ツール
の一つとして運用しているものであり、
「閲覧者に使いやすく、アピールできる
ホームページ」をコンセプトに運用して
いく。

総合政
策課

月間アクセス数
37,000件
（R４）

・月間アクセス数の分析と
活用

・リンク切れ*1の解消

・HP掲載記事の精査・修
正

・リニューアル検討

・月間アクセス数　69,859
件

・令和５年度リニューアル
に向け、プロポーザル方
式により、事業者決定

・定期的な記事・リンクの
精査・修正および、リ
ニューアルに向けた記事
等の整理を実施

Ｂ

令和５年度リニューアル実施（R5.12公開予定）
※前回リニューアル平成27年度

≪用語説明≫
*1「リンク切れ」
リンク先のURLを間違えて設定していたり、リンク先のページが削除さ
れてしまったりすることで、遷移先にアクセスできなくなっている状態。
ホームページ閲覧者の利便性を大きく損ねる。

8

健全で持
続可能な
財政基盤
の確立

２－１－１
健全化判断比率の改
善

前年度を上回ることがないよう適正な
数値の維持

財政課

平成30年度の数値を維
持
（毎年）
・実施公債費比率　9.8%
・将来負担比率　82.3%

　起債事業等の抑制など
による公債費の抑制、基
金の積み増し

（令和４年度決算値）
実質公債費比率
　9.6％
将来負担比率
　61.7％

Ｂ

【参考】
〇実質公債費比率　　　　　　　　〇将来負担比率
　令和３年度　　9.3％　　　　　　 令和３年度　52.7％
　令和２年度 　  9.2％　　　　　　令和２年度 　70.2％
　令和元年度　 9.5％　　　　　 　令和元年度　76.9％
　平成30年度　 9.8％　　　　　　 平成30年度　82.3％



【実績評価】Ａ…期待する効果(目標)以上に実施　　Ｂ…期待する効果（目標）どおりに実施

　　　　　　Ｃ…期待する効果(目標)を下回った　　Ｄ…期待する効果（目標）を達成できなかった

予定 取組概要 実績 評価
備考

令和４年度
№ 分類番号 改革項目名 担当課名区分 改革方針

9

健全で持
続可能な
財政基盤
の確立

２－１－２
各種基金の適正な保
有率の確保

突発的な事象等に対応するため、標準
財政規模の37％の基金保有を目指
す。

財政課

・基金の積み増し
（毎年）

・当該年度の標準財政規
模の36%
（R４）

計画的な積み増し等によ
り基金残高の確保

60.32% Ａ

令和４年度
標準財政規模　　15,521,645千円
基金保有額　　  　9,361,886千円 （割合：60.32％）

（参考）
令和３年度
標準財政規模　　15,819,025千円
基金保有額　　  　8,819,402千円 （割合：55.75％）

10

健全で持
続可能な
財政基盤
の確立

２－２－１
自主財源比率の水準
維持

人口減少等の中、安定的な財源確保
のため、交付税・地方譲与税以外の自
主財源比率の水準を堅持する。

財政課

・自主財源確保の
取組を推進
（毎年）

・自主財源比率 33％
（毎年）

自主財源の確保
(ふるさと納税の拡充【広
報等】）

自主財源比率
　37.36％
（38.94％）

※括弧書きはコロナ分の
国庫支出金を除いた場合
の比率

Ｂ

【令和4年度】
①自主財源     13,959,903千円
②歳入決算額  37,362,336千円
　（うちコロナ関連国庫支出金　1,515,758千円）
　①÷②＝37.36％（38.94％）

【参考】
令和３年度　 33.72％（36.69％）　※（）はコロナ分を除いた場合
令和２年度    28.83％（34.42％）　※（）はコロナ分を除いた場合
令和元年度　34.15％
平成30年度  32.41％

11

健全で持
続可能な
財政基盤
の確立

２－２－２ 市有財産の有効活用

遊休市有財産の有効活用を図るため、
個々の物件の状況に応じた処分や貸
付などを積極的に行うとともに適正な
管理に努める。

財産マネ
ジメント
課

37,000千円
【内訳】
・売却 20,000千円
・貸付 17,000千円
（毎年）

遊休市有財産の積極的
な売却及び貸付

改革効果額
27,230千円

〔内訳〕
・売却（16件）
14,655千円
（公共事業による用地買
収、法定外公共物処分含
む）

・貸付（145件）
12,575千円
（一時貸付含む）

Ｃ

有償貸付地（令和４年度現在）
　土地　44,731.79㎡　 参考評価額　298,802千円
　建物　 1,657.82㎡　 参考評価額　 44,527千円
　※看板敷地、月極駐車場敷地、無線基地局敷地、電柱敷地を除く。

12

健全で持
続可能な
財政基盤
の確立

２－２－３
市税等滞納対策の強
化

市税等の公平・公正の維持及び行財
政基盤の確立のため、滞納対策の強
化を図り、徴収率の維持向上に取組
む。

税務課

徴収率（現年）
市税 99.46%
国保 95.68%
（R４）

・催告・徴収強化月間の
設置による早期着手・早
期解決を図る。

・収入未済額圧縮に向け
た適切な納税指導を行
う。

・スケジュール管理の徹
底による滞納整理の質向
上を図る。

改革効果額
106千円

市税（現年）
99.48%
国保（現年）
96.58%

Ｂ

〇 徴収率
令和３年度実績（現年）→令和４年度実績（現年）
　　市税  99.48％　　　　　 市税　99.48％　（0.00％）
　　国保　96.57％　　　　　 国保　96.58％　（0.01％）

〇 令和４年度改革効果額の積算根拠

※滞納繰越分については、年度ごとに欠損関係で調定が動き、徴収
率が変動して比較が困難であるため、本大綱からは除外した。

13

健全で持
続可能な
財政基盤
の確立

２－２－４
有料広告の積極的導
入

広報誌や封筒などの印刷物、ホーム
ページ、公共施設などに、民間事業者
等の有料広告を掲載し、経費を節減す
るとともに、新たな財源の確保に努め
る。

総務課

1,857千円
【内訳】
①封筒経費 700千円
②バナー広告 528千円
③コミュニティビジョン
240千円
④広報誌広告料 389千円

（R４）

広告の獲得を継続できる
よう努める

　改革効果額
　2,574千円
（内訳は備考参照）

Ｂ

（内訳）
①封筒　        1,426千円    （総務課　総務係）
②バナー広告　 528千円　 （総合政策課情報政策係）
③ビジョン 　　　 240千円　 （財産マネジメント課財産経営係）
④広報誌広告   380千円　 （秘書広報課広報広聴係）

項目

合　計

No.

1

①Ｒ４調定額（円）
①×②＝③

改革効果額（円）

2 国民健康保険税

105,964

0.01% 105,964

市　税

②徴収率の
対前年度増減

5,624,784,777 0.00% 0

1,059,642,300



【実績評価】Ａ…期待する効果(目標)以上に実施　　Ｂ…期待する効果（目標）どおりに実施

　　　　　　Ｃ…期待する効果(目標)を下回った　　Ｄ…期待する効果（目標）を達成できなかった

予定 取組概要 実績 評価
備考

令和４年度
№ 分類番号 改革項目名 担当課名区分 改革方針
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健全で持
続可能な
財政基盤
の確立

２－３－１ 受益者負担の適正化

使用料、負担金、手数料等について、
各種施設・事業ごとの経費を考慮し、
受益者負担が適正であるか検証し、必
要に応じて見直しを図る。

財政課
負担水準の検証・見直し
（毎年）

当初予算編成時の確認
を基本とし、随時見直し
検討する。

受益者負担がある事業に
ついて、当初予算編成時
の各課ヒアリングにおい
て、積算根拠等を十分確
認しながら、負担割合の妥
当性について検討した
が、令和４年度、該当する
事業はなかった。

Ｃ

≪参考≫
　令和４年度当初予算（歳入）に占める割合（金額）
　・使用料及び手数料　475,921千円（1.4%）
　・分担金及び負担金　309,542千円（0.9%）

15

健全で持
続可能な
財政基盤
の確立

２－４－１
下水道事業の経営健
全化

下水道事業の計画的かつ健全経営を
行っていくうえで、明確な指針となる
「下水道事業経営戦略」を平成２７年度
に策定し、施設整備、維持管理、建設
改良、経営効率化及び健全化、財政
運営等について、１０年間の中長期的
な計画で行っていく。
さらにその進捗状況に基づき、計画を
２年から３年ごとに見直し、経営状況を
把握しながら下水道事業を実施してい
く。

下水道
課

・下水道事業経営戦略に
基づき事業実施
（毎年）

・一般会計からの補助金
繰入削減
（収益的収入）42,122千
円
（R４）

一般会計からの補助金
繰入の削減に努めなが
ら、下水道事業を実施

令和４年度より開始した隔
月検針に伴い、今年度の
み使用料調定に関して、
調定額の減少となった。
令和３年度に経営戦略を
策定済。今後は経営戦略
に基づき中長期的な財政
運営に努める。

一般会計からの補助金繰
入
令和４年度　13,198千円

Ｂ

「日南市下水道事業経営戦略」より抜粋

（経営の基本方針）
・現在未普及地区において、下水道供用区域の拡大に向けた工事を
進めており、令和１２年度が最終予定年度である。
・また、管渠や施設機器の耐用年数を迎えるものもこれからますます増
加していく。
・そのためにストックマネジメントに基づき、収支のバランスを取りなが
ら、工事等を進めていきたいと考える。

16

健全で持
続可能な
財政基盤
の確立

２－４－２
水道事業の経営健全
化

将来を見据えた水道事業の理想像を
実現するための合理的かつ効率的な
施設の統廃合や設備・管路の更新、耐
震化等の事業を推進する。
また、今後も安定した水道水の提供を
継続していくために必要な投資計画を
推進しながら健全な財政状況を維持す
る。

水道課

・一元化進捗率
29.8%　（R４）

・耐震化進捗率
23.9%　（R４）

・起債残高
6,490,300千円　（R４）

・日南地域及び南郷地域
の上水道システム一元化

・重要給水施設に係る配
水管の耐震化

・企業債借入の抑制（償
還額以下に借入を抑制）

・水道料金の見直し
※実施

・一元化進捗率 23.3％

・耐震化進捗率  15.4％

・起債残高
　6,447,140千円

・料金改定
令和4年5月分より平均
26.2％の料金改定を実施

Ｂ



【実績評価】Ａ…期待する効果(目標)以上に実施　　Ｂ…期待する効果（目標）どおりに実施

　　　　　　Ｃ…期待する効果(目標)を下回った　　Ｄ…期待する効果（目標）を達成できなかった

予定 取組概要 実績 評価
備考

令和４年度
№ 分類番号 改革項目名 担当課名区分 改革方針
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健全で持
続可能な
財政基盤
の確立

２－４－３
病院事業の経営健全
化

平成27～29年度「日南市立中部病院
経営健全化計画」、平成30～令和2年
「同第二期計画」及び実施計画である
経営健全化アクションプランにより、経
営健全化に向けたさまざまな改革を行
い、一定の改善が図られた。よって、今
後5年間についても、収益の増収に向
けた取り組みとともに、支出についても
更なる経費節減を図る。

中部病
院事務
局

・経常収支比率
102.0%　（毎年）

・医業収支率
87.5%　（毎年）

・職員給与費医業収益比
率 75.7%　（毎年）

・病床利用率
81.0%（毎年）

※令和３年度以降の数値
目標は、第二期健全化計
画の最終目標値（KPI）を
記載

・「経営健全化アクション
プラン」に示した50項目
の実施
（地域医療の充実に向け
た基幹病院としての役
割・使命強化に係るもの
18項目、医療の質の向上
と人材育成に係るもの12
項目、安全で安心な医療
の提供・推進に係るもの
12項目、効率的な病院運
営の推進に係るもの８項
目）

・経常収支比率　99.9%

・医業収支比率　74.9%

・職員給与費対医業収益
比率　91.3%

・病床利用率　　67.0%

・第３期健全化計画は新
型コロナウィルス感染拡大
により未策定。令和６年度
以降の第３期健全化計画
策定に向けた関係団体と
の協議を開始。

Ｃ

○経営指標
【経常収支比率】　（R3)　95.9%　　➡　　99.9%　（良化）
・（医業収益＋医業外収益）÷（医業費用＋医業外費用）×100
・100％以上の場合：単年度黒字、100％未満の場合：単年度赤字

【医業収支比率】　（R3)　75.8%　　➡　  74.9%　（悪化）
・医業収益÷医業費用×100
・医業活動における経営状況を判断するもの（数値が大きい方がよい）

【職員給与費対医業収益比率】　（R3)　87.5%　 ➡　  91.3%　（悪化）
・職員給与費÷医業収益×100
・医業収益の中で、固定費である職員給与費が占める割合（数値が小さい方がよ
い）

【病床利用率】　（R3）　60.9％　　➡　　67.0%　　（良化）
・年延入院患者数÷年延病床数×100
・病院の施設が有効に活用されているかどうか判断する指標（数値が大きい方がよ
い）

　　※医師確保の状況（常勤の正規職員）
　　　　令和３年９月１日　　内科医師　１名
　　　　令和４年４月１日　　内科医師　３名
　　　　令和４年７月１日　　外科医師　１名
　　　　令和５年４月１日　　内科医師　１名、放射線科医師　１名
　　　　計　　内科医師　５名、外科医師　１名、放射線科医師　１名　合計７名
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健全で持
続可能な
財政基盤
の確立

２－４－４
土地開発公社の健全
化

長期保有土地の処分を推進するととも
に、積極的に貸付等を行うことで経営
の健全化を図る。

財産マネ
ジメント
課

・長期保有土地の処分の
計画的な推進
（毎年）

・売却・貸付
令和元年度末
保有面積の20%
（毎年）

・公社所有土地の売却及
び保有地の貸付

・国道220号日南・志布志
道路用地取得事業

・国道220号油津・夏井道
路用地取得事業

・保有土地の売却実績は
なし。

・H30年度に先行取得した
国道220号日南・志布志道
路用地を全部、R1～R3年
度に先行取得した一部を
国に引き渡した。
また、R3年度に先行取得
した国道220号油津・夏井
道路用地の一部を国に引
き渡した。

国道220号日南・志布志道
路用地　　246,826千円
・国道220号油津・夏井道
路用地　　 25,000千円

Ｃ
※令和４年度
　国道220号油津・夏井道路用地取得事業
　 375,000千円、取得面積 7,320.74㎡
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行政組織
の効率化
と職員の
資質向上

３－１－１
市の組織機構の見直
し

多様化する市民ニーズや社会情勢に
的確に対応するとともに、組織の横断
的な連携を推進し、限られた人員で最
大の効果が発揮できるよう組織機構の
充実を図る。

総合政
策課

組織機構見直しの実施
（毎年）

・組織の運用状況調査の
実施（5月頃）

・次年度の組織を構築
（8月頃）

・令和５年度日南市行政
組織の見直し
　①課の新設
　　未来創生課

　②係の新設
　　行政経営・デジタル推
進係（総合政策課）
　　国スポ・障スポ準備係
（観光・スポーツ課）

　③係の廃止
　　庁舎建設推進係（財産
マネジメント課））

Ｂ

※未来創生課の主な所掌事務
　人口問題対策係
  　人口問題対策（自然増減・社会増減・関係人口対策）に関すること
　　定住及び移住の促進に関すること
　未来創生係（旧　総合政策課地域政策係）
　　まちづくりに関すること
　　総合交通対策に関すること
　　地域振興に関すること



【実績評価】Ａ…期待する効果(目標)以上に実施　　Ｂ…期待する効果（目標）どおりに実施

　　　　　　Ｃ…期待する効果(目標)を下回った　　Ｄ…期待する効果（目標）を達成できなかった

予定 取組概要 実績 評価
備考

令和４年度
№ 分類番号 改革項目名 担当課名区分 改革方針
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行政組織
の効率化
と職員の
資質向上

３－１－２ 職員定数の適正化

適正な定員管理を実施する。また、例
年実施の退職勧奨募集を行い、職員
の新陳代謝の促進を図るほか、再任用
職員等の有効活用や業務改善の推進
に努める。

総合政
策課

全職員 543人
削減　    　8人
　計　　 535人
（R４）

・適正な定員管理の実施

・改革効果額
　△7,225千円
　※1人当たりの人件費
7,225千円×△1人

全職員 549人
削減　  △1人
　計　　 550人

1人増加
（目標と実績の比較△15
人）

Ｃ

【参考】
≪職員削減数≫
第一次（H23～H27）：71人削減
第二次（H28～R01）：68人削減    計139人削減

（削減目標）
第三次（R02～R06）556人 → 513人   43人削減目標

21

行政組織
の効率化
と職員の
資質向上

３－２－１
行政評価の活用と事
務事業の廃止・縮小

行政評価システムを活用し、事務事業
の必要性、効果、コストなど総合的に
判断するとともに、毎年度策定する事
務事業実施管理表による計画的な事
業展開と併せて、成果指標の設定や、
事業の評価・検証を行い、すべての事
務事業について抜本的見直しを図る。

総合政
策課

・行政評価（内部、外部）
を実施
（毎年）

・事務事業の見直し
（毎年）

・内部評価の実施（7月
頃）

・外部評価（市長公約）の
実施（8～9月頃）

・事務事業の内部評価（７
～８月）実施

・外部評価（市長公約）の
実施。

Ｃ

※内部評価
令和４年度内部評価（524事業）
充実（31事業）、維持（424事業）、終了（14事業）、縮小（0事業）
改善（50事業）、統廃合（4事業）、休止（1事業）、廃止（0事業）

※外部評価
令和４年度より、市長公約（マニフェスト）評価へ変更を行った。
「４つの創る」ごとに対象事業をセレクトし、ヒアリング及び書面評価
（計：１９事業）を実施し、それぞれ公約達成度（10点満点）で評価。
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行政組織
の効率化
と職員の
資質向上

３－２－２
補助・交付金等の見
直し

事業費に対する市補助金・交付金など
の割合や事業費に対する前年度繰越
金の割合、補助団体等の活動内容、
必要性、妥当性などを考慮し、補助・
交付金等の見直しを実施する。

財政課
補助金・交付金等の検
証・見直し
（毎年）

・随時見直しを図る
・改革効果額
　3,372千円

Ｃ

３年度当初　185件　1,185,807千円　⇒　４年度当初　215件
1,765,096千円（対前年＋579,289千円）
（※件数・金額は、細節名称から機械的に「補助金」「交付金」を抽出
し、集計したもの）

〇令和４年度当初予算
　事業終了による廃止
　・中小企業人材育成事業費補助金(△2,000千円）
　・次世代につなぐ営農体系確立支援事業フォローアップ事業費補助
金（△407千円）
　・みなと朝市開催費補助金（△665千円）

　事業見直しによる補助金
　・来たくなる街プロジェクト事業補助金（△300千円）
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行政組織
の効率化
と職員の
資質向上

３－２－３
各種協議会への参画
及び負担金の見直し

市が加入している各種協議会や団体
などについて、退会も視野に入れて加
入効果を再検討すると共に、負担金の
見直しも図る。

財政課
各種協議会への参画・負
担金の検証・見直し
（毎年）

・当初予算編成時の確認
作業を基本とし、随時見
直しを図る

・各種協議会を持つ事業
について、当初予算編成
時の各課ヒアリングにおい
て、内容を十分確認しな
がら検討した。

Ｃ

【退会した協議会】
令和４年度中に退会した協議会はなし

協議会等への負担金
　令和４年度　76件　19,927千円
　（※件数・金額は、細節名称から機械的に「協議会負担金」等を抽出
し、集計したもの）
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行政組織
の効率化
と職員の
資質向上

３－２－４
財政の「見える化」（財
政マネジメントの強
化）

地方公会計の整備より得られる情報
等、住民サービスの向上や財政マネジ
メントの強化を図るため、住民に対し
て、財政情報の公表の充実を図る。

財政課
随時、公表内容の見直し
（R４～R6）

・予算費目における「款、
項、目」の「目」レベルに
よる分析内容の精査

・地方公会計（財務書類）
から得られる情報を基に、
行政コストの比較ができる
よう、他団体と共通する予
算費目である「目」を単位
とする分析を実施した。

Ｃ

≪用語説明≫
*1「セグメント分析」
　財務書類の情報をもとに、施設、事業等の細かい単位（セグメント）で
財務書類を作成し、コスト等の分析を行うこと。
同種のセグメント間で比較すること等により、財務活動上の課題や成果
をより明確化することが可能。



【実績評価】Ａ…期待する効果(目標)以上に実施　　Ｂ…期待する効果（目標）どおりに実施

　　　　　　Ｃ…期待する効果(目標)を下回った　　Ｄ…期待する効果（目標）を達成できなかった

予定 取組概要 実績 評価
備考

令和４年度
№ 分類番号 改革項目名 担当課名区分 改革方針
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行政組織
の効率化
と職員の
資質向上

３－２－５
庁舎管理経費等の節
約

昼休み消灯や空調運転時間の短縮な
ど省エネルギーに努め、庁舎管理経費
の軽減を図る。

財産マネ
ジメント
課

庁舎光熱水費の削減
（毎年)

・各経費の節減

・改革効果額
　△2,486千円

・令和４年度から本庁舎に
供給する電力の契約先を
九州電力へ契約を変更し
たが、社会情勢の悪化に
伴う電気料金の値上げ、
水道料金の値上げに伴
い、光熱水費は増加。
【Ｒ３実績】
　　23,958千円
【Ｒ４実績】
　　26,444千円
(対前年度10.37％）
※第２南別館、油津別館
含む

Ｃ

・Ｒ４.４より本庁舎に供給する電力の契約先を見直し、九州電力へ契
約を変更した。通常の電気料から約35％の大規模事業所割引特約を
締結し経費削減に努めるも、夏季においての猛暑対策として、職員の
健康面に配慮し早めに空調機を稼働させたことなどによる電力使用量
の増加に加え、社会情勢の悪化に伴う電気料金の値上げ及び水道料
金の値上げにより光熱水費は増加。前年度比△10.37％となった。

【これまでの実績】
　令和４年度：26,444千円（対前年度    2,486千円、　10.37％)
　令和３年度：23,958千円（対前年度　△59千円、△0.25％）
　令和２年度：24,017千円（対前年度  △2,710千円、△ 2.7％）
　令和元年度：26,727千円（対前年度    1,053千円、   4.1％）
　平成30年度：25,674千円（対前年度　△5,546千円、△17.8％）

※第２南別館、油津別館、北郷町地域振興センター含む
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行政組織
の効率化
と職員の
資質向上

３－２－６
マイナンバーカードの
交付推進と行政手続
きへの活用

カード交付円滑化計画に基づき、カー
ド交付を促進する。また、独自利用事
務やマイナポータル（電子申請等）*1の
利用促進を図り、事務の効率化・簡素
化、市民サービスの向上を図る。

総合政
策課

・マイナンバーカード交付
率 90.0%　（R４）

・マイナポータル登録・電
子申請促進　（毎年）

・マイナンバーカード取得
促進

・マイナポータルの周知・
登録促進

・マイナンバーカード交付
率　76.12%

【マイナポータル】
・保育園入園案内、児童
手当現況届案内時にチラ
シを同封しオンライン申請
の周知。

【マイナンバーカード】
・「コンビニ交付サービス」
各種証明書をコンビニで
発行

・「出張サービス」
カードの取得促進を図る
ため、企業や自治会など
に出向き出張申請を実
施。

・カード受取窓口の夜間
及び休日開庁

Ｃ

〇カード交付率については、交付円滑化計画に定めた目標値

・「オンライン申請」・・・（R4実績：5件（こども課）、R3実績：22件（こども
課））
・「コンビニ交付」・・・（R4実績：10,810件、R3実績：6,950件）
・「出張サービス」・・・マイナンバーカード作成を希望する団体・個人宅
へ訪問しカードの取得促進を図った。（R4実績：40団体293名、個人
172名　計465名）

≪用語説明≫
*1「マイナポータル」
政府が運営するオンラインサービスで、子育てや介護をはじめとする
行政手続がワンストップでできたり、行政機関からのお知らせを確認で
きたりする
*2「プッシュ型通知」
必要な手続き（児童手当の手続きなど）について、マイナポータルを通
じて事前にメールでお知らせするサービス
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行政組織
の効率化
と職員の
資質向上

３－２－７
マイナンバーカードの
付加機能の充実

マイナンバーカードに新たな機能を付
加し、利便性の向上を図る。

総合政
策課

・マイキーID＊1登録の推
進　（毎年）

・マイキーIDの登録推進・
周知

・自治体ポイント導入に向
けた検討

・マイキーID（マイナポイン
ト）登録支援のため、市民
課窓口、各地域振興セン
ターに専用端末を設置
し、会計年度任用職員を
配置し、設定支援を実施。
（国の補助金(10/10)活
用）。

Ｂ

≪用語説明≫
*1「マイキーＩＤ」
　マイナンバーカードのICチップの中の電子証明書を活用して、ウェブ
上で作成するマイナンバーとは別のID。各種サービスを利用する際の
「口座番号」のようなもの。

*2「マイナポイント」
マイナンバーカードを活用した消費活性化策で、民間事業者のキャッ
シュレス決済サービスの利用額を前払い等した者に対して、国が付与
するポイント
※第2弾：R4.1～新規カード取得者に最大5000円分のポイント付与。
R4.6.30～健康保険証としての利用申込及び公金受取口座の登録で
それぞれ7,500円(合計15,000円）のポイント付与。



【実績評価】Ａ…期待する効果(目標)以上に実施　　Ｂ…期待する効果（目標）どおりに実施

　　　　　　Ｃ…期待する効果(目標)を下回った　　Ｄ…期待する効果（目標）を達成できなかった

予定 取組概要 実績 評価
備考

令和４年度
№ 分類番号 改革項目名 担当課名区分 改革方針
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行政組織
の効率化
と職員の
資質向上

３－２－８
スマート自治体への
取組

国が掲げる未来ビジョン「Society5.0」
の重要なキーワードの1つである「ス
マート自治体」への転換を図るため、Ａ
Ｉ*1やＲＰＡ*2等の技術を導入し、事務の
効率化を図る。

総合政
策課

・事業へのRPA導入
（R3～R6）

・電子申請やキャッシュレ
ス等による各種手続きの
簡素化検討
（毎年）

・議事録作成支援システ
ムの導入

・ビジネスチャットツール
の導入

・市公式LINEの機能拡張

・議事録作成支援システム
及びビジネスチャットツー
ルを導入した。

・公式LINEの機能拡張
は、年度末まで開発を要
し、令和4年度中のリリース
ができなかった。

・AI議事録支援システム貸
出日数
3台　のべ323日
（予約ベース）

・ビジネスチャットの年度
末アクティブユーザー数
369
（付与　515）

Ｃ

≪用語説明≫
*1「ＡＩ」：人工知能

*2「ＲＰＡ」：デスクワーク（定型作業）を、ＡＩを備えたソフトウェアを使用
し、事務の代行・自動化を行う仕組み
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行政組織
の効率化
と職員の
資質向上

３－２－９ 広域連携の取組検討

人口減少や高齢化の進行を見据え
て、持続可能な行政サービスの提供と
多様化する市民ニーズに対応するた
め、近隣自治体等との広域連携をより
一層進める取組について検討する。

総合政
策課

近隣自治体等との広域
的連携について検討
（毎年）

・広域圏協議会の取組強
化

・関係機関との意見交換

・消防指令業務の県域共
同運用に向けた検討

・日南・串間広域市町村圏
協議会は、総会や懇話会
なども約2年振りに対面で
の開催を行った。
　また新たな取組として協
議会による「県知事への要
望活動」を実施するなど、
活発な広域活動を実施し
た。

・JR日南線の利用促進に
ついて、沿線自治体と連
携して活動した。

・消防指令業務の共同運
用については、県域による
指令共同運用がなくなり、
単独での指令業務運用と
なった。

Ｂ

・消防指令業務の共同運用は、「宮崎県域消防指令業務共同運用検
討委員会」にて検討
　検討委員会：消防長出席　作業部会：消防次長出席
　⇒単独での指令業務運用となった。
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行政組織
の効率化
と職員の
資質向上

３－２－１０ 電子入札制度の導入

電子入札制度の実施により、工事やコ
ンサル業務の発注業務の効率化や、
関連事業所側への事務の軽減を図
る。

財政課
電子入札制度の実施に
向けた関連事業所説明

・等級格付のある建設工
事、測量業務等につい
て、電子入札を実施

実績　177件
（不調・不落　42件を含め
ず）

ア　建設工事　136件（不
調・不落 42件を含めず）

イ　測量業務等　41件（不
調・不落 0件）

Ｂ
・令和３年度に新型コロナウイルス感染拡大防止の一環として、前倒し
で電子入札の導入、実施を行った。
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行政組織
の効率化
と職員の
資質向上

３－３－１
民間活力導入・拡大
の推進

すべての事務事業について、民間委
託及び民営化の可能性を検討し、民
間活力導入を推進する。

総合政
策課

民間委託・民営化の検討
（毎年）

・対象事業の精査

・全庁的な封入発送業務
のアウトソーシングの検討
を行った。

・包括業務委託できる業
務について、市民課の郵
便請求業務を追加。

Ｂ

【参考】
封入事務業務検討
　令和４年 8月　事務量調査（全庁）⇒経費等検討（株式会社エスプー
ルリンク）
　令和４年10月　実施計画時において、先進事例等の確認や誤発送
等のリスク対応等について研究を継続することとなった。

包括業務委託
　郵便請求業務の追加（新）　令和４年５月～



【実績評価】Ａ…期待する効果(目標)以上に実施　　Ｂ…期待する効果（目標）どおりに実施

　　　　　　Ｃ…期待する効果(目標)を下回った　　Ｄ…期待する効果（目標）を達成できなかった

予定 取組概要 実績 評価
備考

令和４年度
№ 分類番号 改革項目名 担当課名区分 改革方針

32

行政組織
の効率化
と職員の
資質向上

３－３－２
公立保育所等の民営
化の検討・導入

公立保育所等のあり方については、民
営化を基本とし、小規模保育事業など
様々な制度や民間活力を活用した特
長ある保育を目指す。

こども課

・受託事業所等の募集・
決定
（R4）

・地元や保護者との協議
（R3～R6）

・児童数や地域の状況等
を踏まえ、今後の公立保
育所の運営方針を検討、
決定

・地元や議会等への説明

・酒谷児童館を令和5年3
月末に廃館。地元協議を
行い、12月議会で説明を
行い、廃止届を県に提出
した。

・大堂津保育所を令和6年
4月から休園する方針を決
定。地元協議を行い、3月
議会で説明を行った。

・北郷保育所及び宮浦保
育所は、公立としての運営
を継続。

Ｂ

<参考>　公立保育所等(R5.4.1)
①北郷さくら認定こども園　(53人)
②宮浦保育所 (8人)
③大堂津保育所(4人)（令和6年4月から休館予定）
④細田児童館(平成31年度から休館)
⑤酒谷児童館(令和5年3月末、廃館)

33

行政組織
の効率化
と職員の
資質向上

３－４－１
コンプライアンスの推
進

職員一人ひとりへのコンプライアンス意
識の醸成と浸透を図り、風通しの良い
組織づくりを目指す。

職員課・
総務課

・コンプライアンス推進計
画の実行（毎年）

・職員の意識の醸成・浸
透及び啓発　（毎年）

・不祥事事案発生時の分
析・検証、再発防止の検
討　（毎年）

・内部統制におけるリスク
マネジメントの推進
（毎年）

・職員研修並びにコンプ
ライアンス推進取組の実
施

・コンプライアンス推進委
員会の開催

・4/11及び2/6にコンプラ
イアンス研修（対象：部課
長　各回約30名参加）実
施。

・7/27官製談合防止に係
る職員研修会
（対象：全職員　約240名）

・コンプライアンス推進委
員会を4月と2月に開催。
チェックシートによる職場
内点検や各課の「リスクの
洗い出しと対応策」の作
成・確認を行い、職員のコ
ンプライアンス意識の徹底
を図った。）

Ｂ

　令和３年１月に、日南市発注工事に絡む官製談合事件が発生し、入
札制度を公平・公正に運用し、透明性の向上と不正な働きかけを防止
させるため、「日南市入札制度等検証委員会」が設置された。
　その中で検証された結果に基づく「中間報告書」において、市役所
内（市の組織）に、独立したコンプライアンス専門部署の設置が要請さ
れ、早期設置向けて検討を開始した。
　
令和３年８月末には、「ガバナンス」、「入札（公共工事）制度の課題へ
の対応」、「運用マニュアル見直し」、「コンプライアンス」等の内容につ
いて検証委員会にて取りまとめた「最終報告書」を市長へ提出した。

※総務課内部統制係の新設に伴い、令和3年10月から職員課から総
務課へ業務を移管。
　策定された「日南市職員のためのコンプライアンスハンドブック」に基
づき、チェックシートによる職場内点検（全職員対応）、各課（係）にお
ける「リスクの洗い出しと対応策」についての作成・確認を行うことによ
り、コンプライアンス意識の徹底を図った。

34

行政組織
の効率化
と職員の
資質向上

３－５－１
職員給与制度等の見
直し

職員の給与制度については、人事院
勧告及び県人事委員会勧告を尊重し
ながら、引き続き給与水準の適正化を
図るとともに、職員がその職務を遂行
するに当たり発揮した能力及び挙げた
業績を把握した上で行う勤務成績の評
価を給与制度へ反映するようにする。

職員課

宮崎県及び県内各市の
給与状況・水準（ラスパイ
レス指数等）
（毎年）

・人事院勧告に基づく、
国家公務員の給与改定
に準じて給与改定を実施

・改革効果額
　△26,744千円

・人事院勧告に基づき、以
下を実施し、歳出総額は
増加
　月例給
　平均改定率0.2％
　期末勤勉手当
　特別職、再任用職員
0.05月分増
　一般職員0.1月分増

Ｂ

　
 令和３年度の人事院勧告を受けた国家公務員の期末手当の引下げ
の相当額は、令和４年６月の期末手当で調整することとなった。
　よって、令和３年度の人事院勧告に基づく日南市の給与改定につい
ても、令和４年６月の期末手当から令和３年度の差額分（△0.15月分）
を調整を行った。



【実績評価】Ａ…期待する効果(目標)以上に実施　　Ｂ…期待する効果（目標）どおりに実施

　　　　　　Ｃ…期待する効果(目標)を下回った　　Ｄ…期待する効果（目標）を達成できなかった

予定 取組概要 実績 評価
備考

令和４年度
№ 分類番号 改革項目名 担当課名区分 改革方針

35

行政組織
の効率化
と職員の
資質向上

３－５－２ 職員配置の適正化
職員の適性に応じた人事異動による配
置を行い、事務の効率化と職員の資
質・能力の向上を図る。

職員課

・自己申告書の提出
（毎年）

・所属長及び個別ヒアリン
グの実施　（毎年）

・人事評価結果の活用
（毎年）

・専門職の適正配置につ
いて検討　（毎年）

・組織や人事に関して所
属長ヒアリングを実施

・専門職の配置職場につ
いて、施策や事務事業等
の調査を実施

・職員適正配置のため組
織・人事のヒアリングを実
施。

・専門職の配置について
は、施策や事務事業等を
勘案し現状の職員数を維
持と判断。
R4年度末　専門職
退職者　機械　１名

・「自己申告書」の意義等
の周知徹底を行い、提出
率が65.2%となった。
（前年度比14.6ポイント増）

Ｃ

○過去の提出率
　令和４年度　65.2%
　令和３年度　50.6％
　令和２年度　56.3％
　令和元年度　44.1％
　平成30年度　54.5％

○専門職の配置
R4年度末　退職者　　R5年度当初　採用者
・機械　１名　　　　　　　・機械　１名
　
※　土木欠員１名（R3年度末退職者分）

36

行政組織
の効率化
と職員の
資質向上

３－５－３ 時間外勤務の縮減

時間外勤務を縮減することにより経常
的経費である人件費を抑制するととも
に、職員の心身の健康の維持・向上を
図る。

職員課

・業務の見直し、業務量
の平準化
（毎年）

・定時退庁の徹底
（毎年）

・1人当たりの時間数の対
前年度比3%縮減
(毎年）

・「時間外勤務及び休日
勤務の縮減・管理に関す
る指針」の周知

・定時退庁に努める日の
徹底

・改革効果額
　△20,482千円

時間外勤務時間数対前年
度比
8,005時間増
（40.7％増）

時間外勤務手当対前年度
比
20,482千円増
（38.2％増）

Ｃ

≪参考≫
・一般会計時間外勤務時間（職員課支給分：選挙、災害、消防休日勤
務等除く）
　令和4年度　27,659時間（470人）
　令和３年度　19,654時間（477人）
　令和２年度　 21,668時間（477人）
　対前年比　　8,005時間（40.7％）

・1人当たり
　（R3）　41.2時間　→　（R4）　58.8時間（17.6時間、42.7％）

・時間外勤務手当
　（R3）53,645千円　　→　（R4）74,127千円（20,482千円、38.2％）

37

行政組織
の効率化
と職員の
資質向上

３－６－１ 人事評価の運用
職員のモチベーションを高め、組織全
体の公務能率の向上を図り、職員の人
材育成・能力開発を進める。

職員課

・人事評価制度の運用
（毎年）

・評価結果の活用
（毎年）

・人事評価制度を運用
し、結果を活用するため
に導入したシステムを活
用

・評価者研修等の実施

・評価研修の実施
　評価者対象　1回
　被評価者対象　1回

・運用継続
　人事評価シートの作成
　期首、中間、期末面談実
施
　自己評価

Ｃ

　課の組織目標に向かって、職員個人が年度当初に人事評価シート
を使い目標設定を行う。年度末には業務を振り返り自己評価し、所属
長との面談を踏まえて、職員一人ひとりが自分の強み弱みを自覚し、
自分の能力を高めるため「気づき、考え、行動」する。所属長は、職員
を育成し、支援することで人材育成型の人事評価制度を構築する。
　評価のバラツキを無くすよう、客観性、公平性、納得性等の精度を高
めるため、研修を継続して行っていく。また、今までは評価結果を活用
できておらず、昇給や賞与へ反映できていなかったが、令和３年度途
中よりシステムを導入し、令和４年度は管理職への処遇反映を実施し
た。又、令和４年度からは組織・個人目標設定という人事評価のスター
ト地点からシステムを活用しており、今後、評価結果を活用するための
制度を確立させる。

38

行政組織
の効率化
と職員の
資質向上

３－６－２ 職員研修の充実

行政サービスの向上に必要な職務遂
行能力の習得、専門知識・技能の習得
はもとより、自己成長や自己啓発につ
いて意欲的な職員の育成に努める。

職員課

・職員研修の実施
（毎年）

・研修内容の見直し
（毎年）

・研修参加者数の対前年
度比5%増
（毎年）

・研修機会の創出

・自己成長や自己啓発に
ついて意欲的な職員の
育成に努める。

・オンラインの積極的な活
用

・R4職員研修参加者
延673人
（前年比3.9％減）
人事評価研修除く
延360人
（前年比7.2％減）

Ｃ

〇研修参加者減要因
・新型コロナへの感染により研修への欠講があった。
・新型コロナにより、研修の種類、回数が減少した。
　
〇研修参加者数　　　　　　　 （R4）　  （R3）　  （R2)
市町村職員研修センター　　 208　　　221　 　 86
独自研修　　　　　　　　　　  　 140  　　 160　 　 378
NOMA,アカデミー等　　　　　　 8　 　   　 2        　 1
派遣研修　　　　　　　　　　        4　　　   　5        　 6
人事評価　　　　　　　　　　       313  　　 312      395



【実績評価】Ａ…期待する効果(目標)以上に実施　　Ｂ…期待する効果（目標）どおりに実施

　　　　　　Ｃ…期待する効果(目標)を下回った　　Ｄ…期待する効果（目標）を達成できなかった
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令和４年度
№ 分類番号 改革項目名 担当課名区分 改革方針

39

公共施設
マネジメン
トの着実な
推進

４－１－１
公共施設の整理・統
廃合

令和元年度に策定する公共施設等総
合管理計画における「個別施設計画」
に基づき、公共施設の整理・統廃合を
実施し、最適な保有量及び配置を実
現する。

財産マネ
ジメント
課

・公共施設の延べ床面積
335千円㎡
（R4）

・個別施設計画の実施

・進捗状況の確認

・計画の見直し

・公共施設の延べ床面積：
340,273.81㎡

・令和元年度に策定した
個別施設計画に基づき、
ヒアリングを実施。各課の
進捗状況を把握した。

Ｃ

※R2年度に、かんぽの宿を日本郵政より市が一時取得（8,727.45㎡）
しているが、令和4年度以降に活用事業者へ売却予定であるため、延
べ床面積には計上していない。（維持管理費も発生していない）

・平成29年度から令和8年度までの10年間で、公共施設の保有量を延
べ床面積ベースで10％以上削減する。
・目標の基準となる床面積は「公共施設等総合管理計画」を策定した
時点における延べ床面積（361千㎡）とする。
・図書館等、用途が重複する施設の今後のあり方について、所管課に
検討させる（統合等）。
・既存計画については、取得等により床面積が増加する分は含んでい
ないため、含めて見直す必要がある。
・計画以外に削減できる施設の抽出を図る必要がある。

40

公共施設
マネジメン
トの着実な
推進

４－１－２
消防施設等の整理・
統廃合の検討

令和２年から新たな定数で運用開始す
る新消防団組織について、更なる改編
を検討するとともに、組織体制に合わ
せた消防団拠点施設の改修や更新を
検討・実施する。

消防本
部

・消防団拠点施設・車両
等の維持管理
（毎年）

・　消防団改編検討委員
会を立ち上げ、
組織の改編検討
（R4）

・部の統合について検討
し、拠点・車両の配置見
直し検討
（R4）

・消防団改編検討委員会
を開催。

・消防団組織改編計画を
策定し、今後の方向性に
ついて決定。

主な取組事項
・定員の見直しについて
　実員との差が100人以上
となった時点で見直しに
ついて検討を実施。

・拠点施設の統合につい
て
　各部ごとに団員減少の
予想を示し、部の人員が
14人を下回る部は、統合
に向けて検討に入る。

Ｂ

《令和２年４月１日》
・消防団定数：１，０８０名
・組織数　　：１３分団　４９部（女性部含む）
・施　設　　：５０施設（部統合施設含む）
・車　両　　：５２台（部統合車両含む）

41

公共施設
マネジメン
トの着実な
推進

４－２－１
公共施設の長寿命化
の推進

施設の重要度や必要性、劣化状況等
に応じて長期的な視点で優先度をつ
け、計画的に改修を行うことで施設の
長寿命化を図る。

財産マネ
ジメント
課

各個別計画の進捗確認
（毎年）

・計画の進捗確認

・各課で策定している長
寿命化計画の取りまとめ

・公共施設等総合管理計
画に基づき、施設所管課
各課で策定している長寿
命化計画のヒアリングを実
施し、進捗管理を行った

Ｂ

42

公共施設
マネジメン
トの着実な
推進

４－３－１
指定管理者制度の積
極的活用

地方自治法第244条の２第３項の規定
に基づき、市の施設の設置の目的を効
果的に達成するため、市が指定する法
人その他の団体に、市の施設の管理
を行わせ、民間活力を生かした公共施
設等の管理運営を推進する。

総務課
指定管理者制度導入の
検討
（毎年）

・令和４年度は新規・更新
実施なし

・ガイドラインを施設所管
課に周知した上で、引き
続き、適切な制度の運用
を図った。

・事務手引きの作成、施
行。

・現状確認及び課題を整
理し、指定管理運用に係
る事務手引きを作成し、関
係課へ周知徹底。

・ガイドラインに基づくモニ
タリングの実施について、
各施設所管課にて、適切
な実施を図った。

Ｂ
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予定 取組概要 実績 評価
備考

令和４年度
№ 分類番号 改革項目名 担当課名区分 改革方針

43

公共施設
マネジメン
トの着実な
推進

４－３－２
新たな民間活力導入
の推進

新たな手法により、民間活力を導入し、
老朽化施設の改修及び維持管理に係
る市の財政負担を軽減するとともに、
有効活用による経済の活性化を図る。

総合政
策課

飫肥地区における由緒
施設等の新たな活用件
数 1件
（R3～R6）

・市所有物件の民間活用
に向けた研究

・旧伊東伝左衛門家は４
月から「茜さす　飫肥」とし
て営業開始

・４物件の活用を進めてい
た共同事業体おびむすび
隊ＪＶについて、資金繰り
の関係で１１月に利活用
事業者としての決定の取り
消しを行った。

・堀川資料館の民間活用
（株式会社GLIDER）

Ｃ

由緒施設を利活用する事業者は次のとおり。（）内は利活用する物件
名。

・九州旅客鉄道㈱（旧伊東伝左衛門家）
　⇒令和４年４月より「茜さす　飫肥」として営業開始したが、令和５年４
月より休業中。

・共同事業体おびむすび隊ＪＶ（小村寿太郎生家、旧山本猪平家、旧
高橋源次郎家、商家資料館）
　⇒令和４年１１月３０日付けで、利活用事業者としての決定を取り消し
※共同事業体おびむすび隊ＪＶ…㈱狼煙、日本航空㈱、㈱奄美設計
集団

44

公共施設
マネジメン
トの着実な
推進

４－４－１
公共施設の開館日・
開館時間等の見直し

各公共施設における市民の利便性向
上を図るため、利用実態や市民の要望
などを調査研究し、開館日や開館時間
などの見直しを検討する。

総合政
策課

開館日・開館時間の見直
し検討
（毎年）

・市民ニーズに応じた開
庁時間等の見直し

・対象施設及び業務の洗
い出し

・市民ニーズの高い、年度
末・年度当初の休日や夜
間の窓口開庁を実施。

・マイナンバーカード取得
促進のため休日開庁を実
施。
毎月第２日曜日
9:00～12:00

Ｂ

≪参考≫
・平日開庁時間延長及び休日開庁（市民課・こども課・水道課※休日
開庁のみ）
　水道課　3/25（土）～26（日）8:30～17:15
　市民課、こども課　3/29（水）～4/7（金）　平日：19:00まで　土日：8:30
～17:15
・マイナンバーカード時間外・休日開庁
　時間外：毎週火曜日19時30分まで　休日：毎月第２日曜日9:00～
12:00
・コンビニ交付（6:30～23:00　12/29～1/3除く：窓口発行より100円安
い）
　※戸籍などは平日：9:00～17:00
・図書館（平日：9:00～18:00、土日祝日：9:00～17:00、休館：月曜・毎
月第3日曜・年末年始）
・文化施設（9:00～22:00、休館：年末年始、（文化）水曜、（北郷・南
郷）月曜
・体育館（多目的、北郷等）（8:30～22:00、休館：年末年始）


